
１．継続事業の前提に関する注記

　　　継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　　　満期保有目的の債券……償却原価法によっている。

　(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　出版物……移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっている｡

　(3) 固定資産の減価償却の方法
　　　建物・構築物、什器備品及びソフトウェア……　定額法によっている。

　(4) 引当金の計上基準

　(5) リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

　(6) 消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

　　　　　　　　　　　　    額のうち、当期に帰属する金額を計上している。
　  　賞与引当金 …………… 職員（年俸制適用職員を除く）の賞与の支給に備えるため、支給見込

財務諸表に対する注記

      役員退職慰労引当金……役員退職慰労金規則に基づき、常勤役員の期末退職慰労金に相当する
　　　　　　　　　　　　　　金額を計上している。
 　 　退職給付引当金…………退職金規則に基づき、常勤委員、財団職員の期末退職給与の自己都合

　　　　　　　　　　　 支給額に相当する金額を計上している。



３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）

前　年　度 当　年　度 当　年　度 当　年　度

末  残  高 増  加  額 減  少  額 末  残  高

基本財産

投資有価証券 1,000,000,000 499,501,374 500,170,541 999,330,833

定期性預金 0 2,007,420 1,338,253 669,167

小計 1,000,000,000 501,508,794 501,508,794 1,000,000,000

特定資産

　 役員退職慰労引当資産 4,901,400 2,100,600 0 7,002,000

退職給付引当資産 66,362,800 10,529,300 13,616,700 63,275,400

国際対応積立資産 350,000,000 0 50,000,000 300,000,000

保守費用対応積立資産 136,000,000 0 34,000,000 102,000,000

固定資産取得積立資産 45,000,000 155,000,000 0 200,000,000

ｼｽﾃﾑ一部改定積立資産 0 18,000,000 0 18,000,000

小計 602,264,200 185,629,900 97,616,700 690,277,400

合計 1,602,264,200 687,138,694 599,125,494 1,690,277,400

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位：円）
(うち指定正味 (うち一般正味 （うち負債

科　目 当年度末残高 財 産 か らの 財 産 か らの に 対 応
充   当   額) 充   当   額)   す る 額）

基本財産

投資有価証券 999,330,833 (999,330,833) （　　-　　） -

定期性預金 669,167 (669,167) （　　-　　） -

小計 1,000,000,000 (1,000,000,000) （　　-　　） -

特定資産

　 役員退職慰労引当資産 7,002,000 （　　-　　） （　　-　　） (7,002,000)

退職給付引当資産 63,275,400 （　　-　　） （　　-　　） (63,275,400)

国際対応積立資産 300,000,000 （　　-　　） (300,000,000) -

保守費用対応積立資産 102,000,000 （　　-　　） (102,000,000) -

固定資産取得積立資産 200,000,000 （　　-　　） (200,000,000) -

ｼｽﾃﾑ一部改定積立資産 18,000,000 （　　-　　） (18,000,000) -

小計 690,277,400 （　　-　　） (620,000,000) (70,277,400)

合計 1,690,277,400 (1,000,000,000) (620,000,000) (70,277,400)

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当年度末残高

（単位：円）

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当年度末残高

建物・構築物 60,637,493 39,336,999 21,300,494

什器備品 105,553,707 59,957,854 45,595,853

ソフトウェア 236,339,008 151,400,219 84,938,789

合　　　計 402,530,208 250,695,072 151,835,136

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　目

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

    固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当年度末残高は、次のとおりである。



（単位：円）

帳簿価額 時価 評価損益

野村證券第281回利付国債（10年） 100,003,782 100,431,400 427,618

野村證券第339回利付国債（10年） 99,556,000 104,551,000 4,995,000

野村證券第341回利付国債（10年） 99,805,000 103,567,500 3,762,500

大和証券第281回利付国債（10年） 200,007,564 200,900,000 892,436

大和証券第339回利付国債（10年） 99,556,000 104,540,000 4,984,000

SMBC日興証券第281回利付国債（10年） 200,007,564 200,900,000 892,436

SMBC日興証券第339回利付国債（10年） 99,556,000 104,550,000 4,994,000

SMBC日興証券第340回利付国債（10年） 100,838,923 104,580,000 3,741,077

999,330,833 1,024,019,900 24,689,067

*帳簿価額は、償却原価法で評価した後の金額となっている。

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

（単位：円）

金　　額

  基本財産運用益計上による振替額 14,318,015

14,318,015

経常収益への振替額

合　　　　計

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

種類及び銘柄

合　　　計

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

内　　　　容


